
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年２月10日

【四半期会計期間】 第80期第３四半期(自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日)

【会社名】 株式会社沖縄銀行

【英訳名】 The Bank of Okinawa,Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役頭取　安 里　昌 利

【本店の所在の場所】 沖縄県那覇市久茂地３丁目10番１号

【電話番号】 098(867)2141(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画本部長　花 城　忠 司

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区八重洲１丁目９番８号　ヤエスメッグビル

株式会社沖縄銀行　東京事務所

【電話番号】 03(3270)0313

【事務連絡者氏名】 東京事務所長　與 那 原　信 祐

【縦覧に供する場所】 株式会社沖縄銀行　東京支店

(東京都中央区八重洲１丁目９番８号)

　 株式会社　東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 証券会員制法人　福岡証券取引所

(福岡市中央区天神２丁目14番２号)

　 　

　 (注) 東京支店は、金融商品取引法の規定による縦覧に供する

場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供する

場所としております。

　

EDINET提出書類

株式会社　沖縄銀行(E03603)

四半期報告書

 1/33



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　
平成21年度
第３四半期
連結累計期間

平成22年度
第３四半期
連結累計期間

平成21年度
第３四半期
連結会計期間

平成22年度
第３四半期
連結会計期間

平成21年度

　

(自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日)

(自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日)

(自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日)

(自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日)

(自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日)

経常収益 百万円 41,094 41,015 14,356 13,455 54,609

うち信託報酬 百万円 248 215 76 39 321

経常利益 百万円 11,360 9,721 4,673 3,464 15,019

四半期純利益 百万円 6,983 5,327 2,668 2,035 ―

当期純利益 百万円 ― ― ― ― 9,567

純資産額 百万円 ― ― 108,172114,153111,378

総資産額 百万円 ― ― 1,547,5001,671,0961,610,665

１株当たり純資産額 円 ― ― 5,050.495,352.015,195.69

１株当たり四半期純利益金額 円 330.85 255.25 126.73 97.96 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― ― ― 454.19

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 ― 255.13 ― 97.88 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― ― ― ―

自己資本比率 ％ ― ― 6.83 6.65 6.75

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 105,735 93,131 ― ― 118,942

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △104,078△93,315 ― ― △115,522

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △2,329 △1,845 ― ― △2,330

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 ― ― 32,413 32,100 34,183

従業員数 人 ― ― 1,370 1,364 1,353

信託財産額 百万円 ― ― 19,183 35,539 27,109

(注) １．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期連結

財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３．平成21年度以前の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額は、潜在株式がないため記載しておりません。

４．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除

して算出しております。
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５．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）

に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５ 経理の状況」の「２ その

他」中、「(1)第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額

等」の「①損益計算書」に基づいて掲出しております。

なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③１株当たり四半期純損益金額

等」に記載しております。

６．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載し

ております。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は当行１社です。

　
　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人)
1,364

[577]

(注) １．従業員数は、臨時従業員647人を含んでおりません。

２．臨時従業員数は、［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。なお、臨時

従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３．臨時従業員数は、銀行業の所定労働時間に換算して算出しております。

　

(2) 当行の従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人)
1,067

[466]

(注) １．従業員数は、臨時従業員512人を含んでおりません。

２．臨時従業員数は、［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。なお、臨時従業

員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３．臨時従業員数は、当行の所定労働時間に換算して算出しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載

しておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事業等

のリスクの発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につい

ての重要な変更はありません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項なし

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

平成23年３月期第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）の国内経済

は、引き続き経済対策の効果等による個人消費関連の押し上げや、アジア諸国を中心とした海外経済の改

善及び景気刺激策の効果等を背景に、景気の持ち直しが期待される一方、欧州などの景気の先行き不透明

感や為替レート、株価の変動等による下振れ懸念や、国内における失業率が依然高水準であるなど、国内

景気を下押しする不安は続いています。

このような状況下、沖縄県内の景況は、建設関連において公共工事請負金額の落ち込みにより前年同期

の実績を下回ったものの、個人消費関連で、エコポイント半減を見据えた駆け込み需要により、家電売上

げや衣料品等が好調に推移したことに加え、昨年の景気低迷や新型インフルエンザの流行による落ち込

みの反動等により、観光関連が引き続き持ち直しているなど、全体では改善に向けた広がりが見られる状

況となりました。

こうした環境のもと、当行グループは、健全性を確保しつつ経営の効率化と業績の向上に努めた結果、

当第３四半期連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。

預金は、引き続き複合取引の推進により個人預金が堅調に推移したものの、法人預金が減少した結果、

銀行・信託勘定合計で第２四半期連結会計期間末比187億円減少の１兆5,120億円となりました。

貸出金は、ローンＦＰステーションを中心とした営業強化により住宅ローン・アパートローンは堅調

に増加したものの、季節的要因により法人向け貸出が減少したことから、銀行・信託勘定合わせ第２四半

期連結会計期間末比47億円減少の１兆1,074億円となりました。

有価証券は、国債、地方債等公共債を中心に資金の効率的運用と安定収益の確保に努めた結果、第２四

半期連結会計期間末比182億円増加の4,432億円となりました。

経常収益は、貸出金利息や国債等債券売却益及び株式等売却益の減少等により、前年同四半期連結会計

期間比９億円減少の134億55百万円となりました。

一方、経常費用は、与信関連費用は減少したものの、営業経費や預金利息及び株式等売却損の増加等に

より、前年同四半期連結会計期間比３億７百万円増加の99億91百万円となりました。

この結果、経常利益は前年同四半期連結会計期間比12億８百万円減少の34億64百万円、四半期純利益

は、前年同四半期連結会計期間比６億32百万円減少の20億35百万円となりました。

報告セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

銀行業では、経常収益は98億46百万円、セグメント利益は30億88百万円となりました。

リース業では、経常収益は31億77百万円、セグメント利益は43百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結会計期間の資金運用収支は69億円、役務取引等収支は５億円、その他業務収支は12億

円となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支

前第３四半期連結会計期間 (△35)
6,953

(35)
60

△119 7,134

当第３四半期連結会計期間
(△32)
6,800

(32)
△10

△123 6,913

うち資金運用収益

前第３四半期連結会計期間 (―)
8,125

(35)
126

△29 8,246

当第３四半期連結会計期間
(―)

8,141
(32)
58

△52 8,219

うち資金調達費用

前第３四半期連結会計期間 (35)
1,171

(―)
66

89 1,111

当第３四半期連結会計期間
(32)

1,340
(―)
69

71 1,305

信託報酬

前第３四半期連結会計期間 76 ― ― 76

当第３四半期連結会計期間 39 ― ― 39

役務取引等収支

前第３四半期連結会計期間 658 14 117 554

当第３四半期連結会計期間 642 14 119 536

うち役務取引等収益

前第３四半期連結会計期間 1,284 18 391 911

当第３四半期連結会計期間 1,211 18 325 904

うち役務取引等費用

前第３四半期連結会計期間 626 3 273 356

当第３四半期連結会計期間 569 3 205 368

その他業務収支

前第３四半期連結会計期間 2,049 64 375 1,738

当第３四半期連結会計期間 1,613 56 374 1,294

うちその他業務収益

前第３四半期連結会計期間 5,054 64 492 4,626

当第３四半期連結会計期間 4,744 56 546 4,254

うちその他業務費用

前第３四半期連結会計期間 3,005 ― 117 2,888

当第３四半期連結会計期間 3,131 ― 171 2,959

(注) １．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引は国際業務部門に含めております。

２．「相殺消去額(△)」は、連結会社間の資金貸借取引等について相殺消去した金額を記載しております。

３．(　)内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息(内書き)であり、合計には含めておりません。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結会計期間の役務取引等収益は９億円、役務取引等費用は３億円となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 1,284 18 391 911

当第３四半期連結会計期間 1,211 18 325 904

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結会計期間 238 ― 1 236

当第３四半期連結会計期間 233 ― 0 232

うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 361 17 4 374

当第３四半期連結会計期間 350 17 4 363

うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 62 ― ― 62

当第３四半期連結会計期間 75 ― ― 75

うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 215 ― 10 204

当第３四半期連結会計期間 209 ― 8 200

うち保護預り・
　　貸金庫業務

前第３四半期連結会計期間 0 ― 0 0

当第３四半期連結会計期間 0 ― 0 0

うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 402 0 375 27

当第３四半期連結会計期間 338 0 311 27

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 626 3 273 356

当第３四半期連結会計期間 569 3 205 368

うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 56 3 ― 60

当第３四半期連結会計期間 55 3 ― 59

(注) 「相殺消去額(△)」は、連結会社間の役務取引であります。

　

国内・国際業務部門別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高（末残）
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 1,348,68539,565 8,803 1,379,447

当第３四半期連結会計期間 1,446,92139,116 9,470 1,476,567

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 697,172 ― 793 696,379

当第３四半期連結会計期間 708,920 ― 980 707,940

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 647,951 ― 8,010 639,941

当第３四半期連結会計期間 734,727 ― 8,490 726,237

うちその他
前第３四半期連結会計期間 3,561 39,565 ― 43,126

当第３四半期連結会計期間 3,273 39,116 ― 42,389

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．「相殺消去額(△)」は、連結会社間の預金取引であります。
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況（残高・構成比）
　

業種別
平成21年12月31日 平成22年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内業務部門 　 　 　 　

製造業 38,883 3.55 38,686 3.52

農業, 林業 751 0.07 756 0.07

漁業 577 0.05 565 0.05

鉱業，採石業，砂利採取業 2,124 0.19 1,488 0.13

建設業 52,439 4.78 50,123 4.56

電気・ガス・熱供給・水道業 4,302 0.39 3,800 0.35

情報通信業 9,859 0.90 9,402 0.86

運輸業，郵便業 20,716 1.89 15,263 1.39

卸売業，小売業 120,432 10.98 112,243 10.21

金融業，保険業 7,510 0.69 13,595 1.24

不動産業，物品賃貸業 180,104 16.42 192,596 17.52

各種サービス業 143,299 13.07 131,252 11.94

地方公共団体 106,427 9.71 106,701 9.71

その他 409,103 37.31 422,639 38.45

合計 1,096,532100.00 1,099,115100.00

(注) 国際業務部門及び特別国際金融取引勘定分については、該当事項ありません。

　

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、当

行１社です。

① 信託財産の運用／受入状況（信託財産残高表）
　

資産

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

貸出金 8,365 23.54 9,870 36.41

その他債権 8 0.02 11 0.04

銀行勘定貸 27,165 76.44 17,228 63.55

合計 35,539 100.00 27,109 100.00

　

負債

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 35,539 100.00 27,109 100.00

合計 35,539 100.00 27,109 100.00
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② 貸出金残高の状況（業種別貸出状況）
　

業種別

前第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

貸出金残高（百万円） 構成比(％) 貸出金残高（百万円） 構成比(％)

製造業 299 2.91 254 3.05

農業, 林業 4 0.04 3 0.04

漁業 ― ― ― ―

鉱業, 採石業, 砂利採取業 ― ― ― ―

建設業 268 2.61 195 2.34

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―

情報通信業 24 0.24 24 0.29

運輸業, 郵便業 36 0.35 29 0.36

卸売業, 小売業 1,329 12.95 1,070 12.79

金融業, 保険業 13 0.14 ― ―

不動産業, 物品賃貸業 3,948 38.44 3,507 41.93

各種サービス業 1,763 17.17 1,108 13.25

地方公共団体 ― ― ― ―

その他 2,583 25.15 2,170 25.95

合計 10,271 100.00 8,365 100.00

　

③ 元本補填契約のある信託の運用／受入状況
　

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

金銭信託（百万円） 金銭信託（百万円）

貸出金 8,365 9,870

その他 27,174 17,239

資産計 35,539 27,109

元本 35,456 27,059

債権償却準備金 22 26

その他 61 23

負債計 35,539 27,109

(注) リスク管理債権の状況

当第３四半期連結会計期間末 貸出金8,365百万円のうち、破綻先債権額は37百万円、延滞債権額は550百万円、

３ヵ月以上延滞債権額は４百万円、貸出条件緩和債権額は15百万円でありま

す。

また、これらの債権額の合計額は608百万円であります。

前連結会計年度末

 
貸出金9,870百万円のうち、破綻先債権額は51百万円、延滞債権額は700百万円、

３ヵ月以上延滞債権は該当金額なし、貸出条件緩和債権額は17百万円でありま

す。

また、これらの債権額の合計額は768百万円であります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

① 現金及び現金同等物の増減状況

当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、321億円（前第３四半期連結会計期間

末比３億13百万円減少）となりました。
　

② 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、147億76百万円（前第３四半期

連結会計期間比75億11百万円減少）となりました。これは、主として、預金の減少による支出224億22百

万円があったものの、コールローン等の減少による収入269億65百万円があったことによるものです。
　

③ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、199億78百万円（前第３四半期

連結会計期間比74億63百万円減少）となりました。これは、主として、有価証券の売却による収入879億

61百万円や有価証券の償還による収入45億17百万円があったものの、有価証券の取得による支出1,120

億76百万円があったことによるものです。
　

④ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、６億76百万円（前第３四半期連

結会計期間比５億17百万円減少）となりました。これは、主として、配当金の支払による支出６億75百万

円があったことによるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題は新たに発生しておらず、重

要な変更もありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項なし
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第３ 【設備の状況】

１ 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間末現在における重要な設備の新設、除却等の計画については、当行において

次世代勘定系システムの導入を計画しておりますが、現段階では投資予定金額及び完了予定日等詳細が

未定のため記載しておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 44,000,000

計 44,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 21,400,000同左
東京証券取引所
(市場第一部)
福岡証券取引所

株主としての権利内容
に制限のない、標準とな
る株式で、単元株式数は
100株であります。

計 21,400,000同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数 1,629個（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 16,290株（注２）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成22年７月27日から平成52年７月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　2,656円

資本組入額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当行取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注４）
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(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数 10株

　

２．新株予約権の目的となる株式の数

当行が普通株式の株式分割（株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合は、新株予約権の

うち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、次の算式により新株予約権１

個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）の調整を行い、調整により生じる１株未満の

端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率

また、割当日後に当行が合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要と

する場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。
　

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を一括して行使す

ることができる。

②　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が、新株予約権者の法定相続人のうちの１名（以下、「相続承継

人」という。）のみに帰属した場合に限り、相続承継人は次の各号の条件のもと、本契約に従って新株予約権

を行使することができる。ただし、刑法犯のうち、重大な犯罪を行ったと認められる者は、相続承継人となるこ

とができない。

Ａ　相続承継人が死亡した場合、その相続人は新株予約権を相続することができない。

Ｂ　相続承継人は、相続開始後10ヶ月以内かつ権利行使期間の最終日までに当行所定の相続手続を完了しなけ

ればならない。

Ｃ　相続承継人は、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間内で、か

つ、当行所定の相続手続完了時から２ヶ月以内に限り新株予約権を一括して行使することができる。
　

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲

げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき、新株予約権者に交付す

ることとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社の新株予約権を新たに交付するも

のとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付するものとする。

②　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類及び数

新株予約権の目的となる株式の種類は再編対象会社普通株式とし、新株予約権の行使により交付する再編

対象会社普通株式の数は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記（注２）に準じて決定する。

③　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に当該各新

株予約権の目的となる株式数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される新株予約権を行使

することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たりの金額を１円とする。

④　新株予約権を行使することができる期間

前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使期間の

満了日までとする。

⑤　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

⑥　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

EDINET提出書類

株式会社　沖縄銀行(E03603)

四半期報告書

12/33



　
⑦　新株予約権の取得に関する事項

Ａ  新株予約権者が権利行使する前に、前記（注３）の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約

権を行使できなくなった場合、当行は当行の取締役会が別途定める日をもって、当該新株予約権を無償で取

得することができる。

Ｂ  当行が消滅会社となる合併契約、当行が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割計画又は当行が

完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画の承認の議案が当行の株主総会（株主総会が不要な

場合は当行の取締役会）において承認された場合は、当行は当行の取締役会が別途定める日をもって、同日

時点で権利行使されていない新株予約権を無償で取得することができる。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成22年12月31日 ― 21,400 ― 22,725,184 ― 17,623,581

　

(6) 【大株主の状況】

シルチェスター・パートナーズ・リミテッド（シルチェスター・インターナショナル・インベスター

ズ・リミテッドから商号変更）及びシルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・エルエル

ピーから、平成22年11月８日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告書）により、シル

チェスター・パートナーズ・リミテッドがシルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・エ

ルエルピーに対して株式を全て譲渡し、平成22年11月１日現在で以下の株式を所有している旨の報告を

受けておりますが、当行として当第３四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができてお

りません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

シルチェスター・インターナショナル・

インベスターズ・エルエルピー

（Silchester International Investors

LLP）

英国ロンドン ダブリュー１ジェイ 

６ティーエル、ブルトン ストリート１、タ

イム アンド ライフビル５階

2,849 13.32
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式普通株式 623,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,681,900 206,819 同上

単元未満株式 普通株式 94,300 ― ―

発行済株式総数 　 21,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 206,819 ―

(注) １．「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式が26株含まれております。

２．「完全議決権株式(その他)」の株式数には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれておりま

す。また、議決権の数には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が11個含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社沖縄銀行
沖縄県那覇市久茂地３丁目10番１号 623,800― 623,800 2.91

計 ― 623,800― 623,800 2.91

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
　

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 3,9903,8253,2903,1303,2953,3153,2303,4053,345

最低(円) 3,6453,1603,0202,7822,7893,1152,9173,0503,135

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び

負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠してお

ります。

なお、前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累

計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき作成

し、当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期

間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成してお

ります。

　

２．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社）に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純

損益金額等については、「２ その他」に記載しております。

　

３．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（自平成21年10

月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31

日）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月

31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

現金預け金 32,380 34,463

コールローン及び買入手形 36,994 37,550

買入金銭債権 243 196

有価証券 443,233 352,887

貸出金 ※1
 1,099,115

※1
 1,125,898

外国為替 1,997 1,544

リース債権及びリース投資資産 17,707 18,786

その他資産 16,978 17,125

有形固定資産 ※2
 18,375

※2
 18,867

無形固定資産 1,258 1,258

繰延税金資産 3,549 3,127

支払承諾見返 12,200 12,661

貸倒引当金 △12,938 △13,703

資産の部合計 1,671,096 1,610,665

負債の部

預金 1,476,567 1,426,137

借用金 13,905 14,042

外国為替 5 87

信託勘定借 27,165 17,228

その他負債 19,010 20,136

賞与引当金 173 684

役員賞与引当金 17 －

退職給付引当金 5,797 5,919

役員退職慰労引当金 23 287

信託元本補填引当金 167 233

利息返還損失引当金 173 132

睡眠預金払戻損失引当金 55 55

繰延税金負債 0 －

再評価に係る繰延税金負債 1,679 1,679

支払承諾 12,200 12,661

負債の部合計 1,556,942 1,499,287

純資産の部

資本金 22,725 22,725

資本剰余金 17,629 17,630

利益剰余金 68,213 65,704

自己株式 △2,195 △3,177

株主資本合計 106,372 102,882

その他有価証券評価差額金 3,871 4,899

繰延ヘッジ損益 8 8

土地再評価差額金 942 942

評価・換算差額等合計 4,821 5,849

新株予約権 43 －

少数株主持分 2,916 2,646

純資産の部合計 114,153 111,378

負債及び純資産の部合計 1,671,096 1,610,665
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

経常収益 41,094 41,015

資金運用収益 24,794 24,394

（うち貸出金利息） 21,739 21,431

（うち有価証券利息配当金） 2,844 2,782

信託報酬 248 215

役務取引等収益 2,786 2,786

その他業務収益 12,284 13,003

その他経常収益 ※1
 979

※1
 616

経常費用 29,734 31,294

資金調達費用 3,243 3,695

（うち預金利息） 2,942 3,279

役務取引等費用 1,066 1,090

その他業務費用 8,518 8,456

営業経費 14,782 14,985

その他経常費用 ※2
 2,123

※2
 3,065

経常利益 11,360 9,721

特別利益 234 208

固定資産処分益 2 0

償却債権取立益 201 141

信託元本補填引当金戻入益 29 66

特別損失 86 264

固定資産処分損 36 42

減損損失 49 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 221

税金等調整前四半期純利益 11,508 9,664

法人税、住民税及び事業税 3,937 3,841

法人税等調整額 384 215

法人税等合計 4,322 4,057

少数株主損益調整前四半期純利益 5,606

少数株主利益 202 279

四半期純利益 6,983 5,327
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,508 9,664

減価償却費 1,291 1,257

減損損失 49 0

貸倒引当金の増減（△） △210 △765

賞与引当金の増減額（△は減少） △510 △511

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 17

退職給付引当金の増減額（△は減少） 169 △121

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30 △263

信託元本補填引当金の増減（△） △29 △66

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） 39 40

資金運用収益 △24,794 △24,394

資金調達費用 3,243 3,695

有価証券関係損益（△） △2,113 △1,912

固定資産処分損益（△は益） 33 41

貸出金の純増（△）減 5,082 26,783

預金の純増減（△） 84,772 50,429

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

74 △137

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 10 －

コールローン等の純増（△）減 6,445 508

外国為替（資産）の純増（△）減 816 △452

外国為替（負債）の純増減（△） △25 △81

信託勘定借の純増減（△） △2,274 9,936

資金運用による収入 23,750 24,292

資金調達による支出 △2,798 △2,530

その他 2,657 4,696

小計 107,157 100,127

法人税等の支払額 △1,422 △6,995

営業活動によるキャッシュ・フロー 105,735 93,131

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △380,093 △501,181

有価証券の売却による収入 254,436 397,356

有価証券の償還による収入 22,259 11,163

金銭の信託の増加による支出 △1,200 △600

金銭の信託の減少による収入 1,200 600

有形固定資産の取得による支出 △630 △391

有形固定資産の売却による収入 106 133

無形固定資産の取得による支出 △157 △394

投資活動によるキャッシュ・フロー △104,078 △93,315
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,321 △1,355

少数株主への配当金の支払額 △3 △8

自己株式の取得による支出 △1,005 △482

自己株式の売却による収入 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,329 △1,845

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17 △53

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △691 △2,082

現金及び現金同等物の期首残高 33,105 34,183

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 32,413

※1
 32,100
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日)

１．会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号平成20年３月31日）を

適用しております。

これにより経常利益は５百万円、税金等調整前四半期純利益は227百万

円それぞれ減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は275百万円であります。
 

　
　

【表示方法の変更】
　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損

益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
 

　

【簡便な会計処理】
　

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日)

１．貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別

の予想損失額を引き当てている債権等以外の債権に対する貸倒引当金に

つきましては、中間連結会計期間末の予想損失率を適用して計上してお

ります。
 

２．税金費用の計算 法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しており

ますが、納付税額の算出に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の

高い項目に限定して適用しております。
 

３．繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状

況について中間連結会計期間末から大幅な変動がないと認められるた

め、当該中間連結会計期間末の検討において使用した将来の業績予測及

びタックス・プランニングの結果を適用しております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日)

１．税金費用の処理 一部の連結子会社の税金費用は、税引前四半期純利益に前年度の損益

計算書における税効果会計適用後の法人税等負担率を乗じることにより

算定しております。
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【追加情報】
　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日)

（ストック・オプション制度の導入）

当行は、平成22年６月18日開催の定時株主総会及び取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止し、株式報酬型ス

トック・オプション制度の導入を決議しました。これに伴い、中間連結会計期間から「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号平成18年５月31日）を適用しております。

なお、これによる当四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
 

（役員退職慰労金制度の廃止）

当行は、平成22年６月18日開催の定時株主総会及び取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止し、役員退職慰労金

の打ち切り支給を決議しました。これに伴い、第１四半期連結会計期間において、役員退職慰労引当金を全額取崩し、打

ち切り支給分253百万円を「その他負債」に含めて表示しております。

なお、連結子会社については変更ありません。
 

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）
　

当第３四半期連結会計期間末

(平成22年12月31日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 2,038百万円

延滞債権額 16,931百万円

３ヵ月以上延滞債権額 540百万円

貸出条件緩和債権額 1,825百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。
 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 1,867百万円

延滞債権額 18,226百万円

３ヵ月以上延滞債権額 683百万円

貸出条件緩和債権額 1,379百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。
 

※２．有形固定資産の減価償却累計額　　18,475百万円※２．有形固定資産の減価償却累計額　　22,854百万円
 

３．当行の受託する元本補填契約のある信託の元本金

額は、合同運用指定金銭信託35,456百万円でありま

す。
 

 

３．当行の受託する元本補填契約のある信託の元本金

額は、合同運用指定金銭信託27,059百万円でありま

す。

　

（四半期連結損益計算書関係）
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１．その他経常収益には、株式等売却益770百万円を含

んでおります。
 

※１．その他経常収益には、株式等売却益379百万円を含

んでおります。
 

※２．その他経常費用には、貸出金償却543百万円、貸倒引

当金繰入額432百万円、株式等償却352百万円、株式等

売却損254百万円及び債権売却損163百万円を含んで

おります。
 

※２．その他経常費用には、貸出金償却710百万円、株式等

売却損676百万円、株式等償却559百万円及び貸倒引当

金繰入額300百万円を含んでおります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成21年12月31日現在

現金預け金勘定 32,693

定期預け金 △280

現金及び現金同等物 32,413
 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成22年12月31日現在

現金預け金勘定 32,380

定期預け金 △280

現金及び現金同等物 32,100

　

（株主資本等関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：千株)

　
当第３四半期連結
会計期間末株式数

発行済株式 　

普通株式 21,400

合計 21,400

自己株式 　

普通株式 623

合計 623

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権
　

区分
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的と
なる株式の数(株)

当第３四半期連結
会計期間末残高
(百万円)

当行 ――――― 43

合計 ――――― 43

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月18日

定時株主総会
普通株式 680 32.50平成22年３月31日 平成22年６月21日 利益剰余金

平成22年11月12日

取締役会
普通株式 675 32.50平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項なし
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４．株主資本の金額の著しい変動

平成22年８月６日開催の取締役会における自己株式の取得決議（取得株式数上限15万株、取得価格総

額上限600百万円、取得期間平成22年８月９日から平成22年９月21日まで）に基づき、当第３四半期連結

累計期間において、市場から自己株式（15万株、478百万円）を取得しました。

また、平成22年９月27日開催の取締役会における自己株式の消却決議（消却する株式総数41万株）に

基づき、当第３四半期連結累計期間において、自己株式（41万株、1,463百万円）を消却しました。

上記の事由を主因として、当第３四半期連結会計期間末の自己株式の残高は、前連結会計年度末比981

百万円減少の2,195百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

　

　
銀行業
(百万円)

リース業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

29,985 9,103 2,005 41,094 ― 41,094

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

312 443 1,904 2,661 (2,661) ―

計 30,298 9,546 3,910 43,755 (2,661)41,094

経常利益 10,221 68 1,066 11,356 3 11,360

(注) １．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。

(1) 銀行業‥‥‥‥‥‥‥銀行業務

(2) リース業‥‥‥‥‥‥リース業務

(3) その他の事業‥‥‥‥クレジットカード業務、信用保証業務等

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び支店がないため、所在地別セグメント情報は記載

しておりません。

　

【国際業務経常収益】

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日）

国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合が10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略し

ております。

　

【セグメント情報】

　

１．報告セグメントの概要

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当行グループは、銀行業を中心とする金融サービスに係る事業を行っており、事業内容を基礎とした連

結会社ごとの経営管理を行っております。

従いまして、当行グループは、連結会社別のセグメントから構成されており、全セグメントの経常収益

の太宗を占める「銀行業」及び「リース業」の２つを報告セグメントとしております。

なお、「銀行業」は、預金業務、貸出業務、為替業務、有価証券投資業務、国債等窓販業務及び信託業務等

を行っております。「リース業」は、リース業務及びそれに関連する業務を行っております。
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２．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報
　

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対する
経常収益

30,1858,862 39,0481,967 41,015 ― 41,015

セグメント間の内部
経常収益

255 352 608 1,855 2,463(2,463) ―

計 30,4419,215 39,6563,822 43,479(2,463)41,015

セグメント利益 8,583 294 8,878 848 9,727 (6) 9,721

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、信用保証

業等であります。

３．調整額は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号平成20年３月21日）を適用しております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社　沖縄銀行(E03603)

四半期報告書

25/33



　

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。

　
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成22年12月31日現在）

　

　
四半期連結貸借対照表

計上額 (百万円)
時価 (百万円) 差額 (百万円)

地方債 6,564 6,759 195

社債 8,124 8,212 88

その他 2,000 1,995 △4

外国債券 2,000 1,995 △4

合計 16,688 16,968 279

　
２．その他有価証券で時価のあるもの（平成22年12月31日現在）

　

　 取得原価 (百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額 (百万円)
差額 (百万円)

株式 17,337 18,841 1,504

債券 377,964 382,803 4,838

国債 278,684 282,475 3,790

地方債 80,442 81,310 867

社債 18,837 19,017 180

その他 22,602 22,696 94

外国債券 17,581 17,645 63

その他の有価証券 5,020 5,051 30

合計 417,903 424,341 6,437

(注) １．四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計
上したものであります。
２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価
が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照
表計上額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）しております。
当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、株式559百万円であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、「四半期連結決算日の時価が取得原価に比べ30％

以上下落したこと」としております。
　

（追加情報）

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみな

せない状態にあると判断し、当第３四半期連結会計期間末においては、合理的に算定された価額をもって

四半期連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対照表計上

額とした場合に比べ、「有価証券」は4,004百万円増加、「繰延税金資産」は1,593百万円減少、「その他

有価証券評価差額金」は2,410百万円増加しております。

変動利付国債の合理的に算定された価額は、ブローカーから入手した価格を理論価格としており、当該

価格は、国債の利回りから算出する将来価値にコンベクシティ調整及びゼロ・フロア・オプション調整

を行い算出しております。なお、国債の利回り及び利回りのボラティリティが主な価格決定変数でありま

す。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額
　

　 　
当第３四半期連結会計期間末

(平成22年12月31日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 円 5,352.01 5,195.69

　

２．１株当たり四半期純利益金額等
　

　 　
前第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 330.85 255.25

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 ― 255.13

　

(注) １．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとお

りであります。

　
前第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益 百万円 6,983 5,327

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る四半期純利益 百万円 6,983 5,327

普通株式の期中平均株式数 千株 21,108 20,871

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 ― 9

　
２．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので

記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項なし
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２ 【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う

会社）に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半

期純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。
　

① 損益計算書
(単位：百万円)

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

経常収益 　 14,356　 　 13,455

資金運用収益 　 8,246　 　 8,219

（うち貸出金利息） 　 7,300　 　 7,183

（うち有価証券利息配当金） 　 891　 　 976

信託報酬 　 76　 　 39

役務取引等収益 　 911　 　 904

その他業務収益 　 4,626　 　 4,254

その他経常収益 ※１ 495　 ※１ 38

経常費用 　 9,683　 　 9,991

資金調達費用 　 1,111　 　 1,305

（うち預金利息） 　 1,013　 　 1,161

役務取引等費用 　 356　 　 368

その他業務費用 　 2,888　 　 2,959

営業経費 　 4,808　 　 5,020

その他経常費用 ※２ 518　 ※２ 337

経常利益 　 4,673　 　 3,464

特別利益 　 22　 　 30

償却債権取立益 　 36　 　 10

信託元本補填引当金戻入益 　 △13　 　 19

特別損失 　 20　 　 4

固定資産処分損 　 20　 　 4

税金等調整前四半期純利益 　 4,674　 　 3,491

法人税、住民税及び事業税 　 1,862　 　 935

法人税等調整額 　 38　 　 401

法人税等合計 　 1,901　 　 1,336

少数株主損益調整前四半期純利益 　 　 　 　 2,154

少数株主利益 　 105　 　 119

四半期純利益 　 2,668　 　 2,035

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※１．その他経常収益には、株式等売却益477百万円を含ん

でおります。

※１．その他経常収益には、株式等売却益４百万円を含ん

でおります。

※２．その他経常費用には、貸出金償却257百万円及び債権

売却損162百万円を含んでおります。

※２. その他経常費用には、貸出金償却303百万円を含んで

おります。
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② セグメント情報

（事業の種類別セグメント情報）

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日）

　
銀行業
(百万円)

リース業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

10,631 3,064 659 14,356 ― 14,356

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

108 124 634 867 (867) ―

計 10,740 3,189 1,294 15,223 (867) 14,356

 経常利益　　 4,280 84 309 4,675 (2) 4,673

(注) １．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
２．各事業の主な内容は次のとおりであります。

(1) 銀行業‥‥‥‥‥‥‥銀行業務
(2) リース業‥‥‥‥‥‥リース業務
(3) その他の事業‥‥‥‥クレジットカード業務、信用保証業務等

　
（所在地別セグメント情報）

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び支店がないため、所在地別セグメント情報は記

載しておりません。

　
（国際業務経常収益）

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日）

国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合が10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略

しております。

　
（セグメント情報）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日  至 平成22年12月31日）
（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対する経常収益 9,768 3,06512,833 622 13,455 ― 13,455

セグメント間の内部経常収益 78 112 190 553 744 (744) ―

計 9,846 3,17713,0231,17614,200(744)13,455

セグメント利益 3,088 43 3,132 333 3,465 (0) 3,464

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、信用保証
業等であります。

３．調整額は、セグメント間取引消去であります。
４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし
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③ １株当たり四半期純損益金額等

　 　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 126.73 97.96

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 ― 97.88
　

(注) １．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとお

りであります。

　
前第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益 百万円 2,668 2,035

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る四半期純利益 百万円 2,668 2,035

普通株式の期中平均株式数 千株 21,053 20,776

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 ― 16

　
２．前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので

記載しておりません。

　

(2) 中間配当

平成22年11月12日開催の取締役会において、第80期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金総額　　　　　　　　　　　675百万円

１株当たりの中間配当金　　　　 　　　32円50銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月９日

　

株式会社　沖 縄 銀 行

取   締   役   会　御中

　

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   手    塚    仙    夫    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   加    納    栄 太 郎    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社沖縄銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社沖縄銀行及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

　

株式会社　沖 縄 銀 行

取   締   役   会　御中

　

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   手　　塚　　仙　　夫　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   加　　納　　栄 太 郎　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社沖縄銀行の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社沖縄銀行及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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